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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査



以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

該当無し  

 

 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 

- 1 -



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H24.9.7 建設関連業等の動態調査 国 土 交 通 大 臣

H24.9.10 介護事業実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.9.10 労働経済動向調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.9.10 ６次産業化総合調査 農 林 水 産 大 臣

H24.9.10 特定サービス産業動態統計調査 経 済 産 業 大 臣

H24.9.14 派遣労働者実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.9.14 ２１世紀出生児縦断調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.9.14 畜産統計調査 農 林 水 産 大 臣

H24.9.19 2015年農林業センサス試行調査 農 林 水 産 大 臣

H24.9.19 林業経営統計調査 農 林 水 産 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.9.3 さいたま市生涯学習に関する団体調査 さ い たま 市教 育委 員会

H24.9.5 「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 福 井 県 知 事

H24.9.6 青少年の健全育成に関する意識調査 岩 手 県 知 事

H24.9.6 男女が共に支える社会に関する意識調査 岩 手 県 知 事

H24.9.6 高松広域都市圏パーソントリップ調査 香 川 県 知 事

H24.9.7 愛知県における環境学習等に関するアンケート 愛 知 県 知 事

H24.9.10 大阪府観光動向調査 大 阪 府 知 事

H24.9.10 サービス企業における人材確保・育成・活用に関する調査 大 阪 府 知 事

H24.9.12 健やか親子２１実態調査 千 葉 県 知 事

H24.9.18 浄化槽に関する調査 愛 知 県 知 事

H24.9.18 相模原市買物行動調査 相 模 原 市 長

H24.9.20 女性の子育てと仕事の両立に関する調査 栃 木 県 知 事

H24.9.21 「食育」と「お口の健康」に関するアンケート 大 阪 府 知 事

H24.9.24 熊本都市圏総合都市交通体系調査 熊 本 県 知 事

H24.9.24 平成２４年度北九州市認知症に関する意識及び実態調査 北 九 州 市 長

H24.9.28 大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編に関する調査 大 阪 府 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
　　ある。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.9.10 一般廃棄物実態調査 三 重 県 知 事

H24.9.10 市政アドバイザー意識調査 神 戸 市 長

H24.9.11 熊本県労働条件等実態調査 熊 本 県 知 事

H24.9.14 労働条件・労働福祉実態調査 愛 知 県 知 事

H24.9.14 北九州市内におけるＰＣＢ含有機器の保有に関する調査 北 九 州 市 長

H24.9.19 東京都福祉保健基礎調査 東 京 都 知 事

H24.9.21 人口移動調査 島 根 県 知 事

H24.9.28 北海道産業廃棄物処理状況調査 北 海 道 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
　　ある。

- 4 -



○一般統計調査の承認 

【調査名】 建設関連業等の動態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月７日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、建設関連業等の活動の動向を迅速、的確に把握し、建設関連業等

に関する各種施策に資するとともに、建設活動の先行指標等として建設行政に資

するため、建設関連業等の動態調査を実施する。 

【調査の構成】 １－測量業の動態調査票 ２－建設コンサルタントの動態調査票 ３－

地質調査業の動態調査票 ４－建築設計業務の動態調査票 ５－建設機械

器具リース業の動態調査票 ６－重仮設リース業の動態調査票 ７－軽仮

設リース業の動態調査票 

【公 表】  

※ 

【調査票名】 １－測量業の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）測量業の登録業者 （抽出枠）測

量業の登録業者のうち、（社）全国測量設計業協会連合会会員名簿及び（社）

日本測量調査技術協会会員名簿に記載されている業者で、原則、年間売上高

の上位５０社を報告者として選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／１３，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 

（系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．発注者別契約件数及び契約金

額 （１）国内公共、（２）国内民間、（３）海外 

※ 

【調査票名】 ２－建設コンサルタントの動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設コンサルタントを営む者 （抽

出枠）建設コンサルタントを営む者のうち、建設コンサルタンツ協会会員名

簿に記載されている業者で、原則、年間売上高の上位５０社を報告者として

選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．発注者別契約件数及び契約金

額 （１）国内公共、（２）国内民間、（３）海外 
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※ 

【調査票名】 ３－地質調査業の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）地質調査業を営む者 （抽出枠）

地質調査業を営む者のうち、全国地質調査業協会連合会会員名簿に記載され

ている業者で、原則、年間売上高の上位５０社を報告者として選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．発注者別契約件数及び契約金

額 （１）国内公共、（２）国内民間、（３）海外 

※ 

【調査票名】 ４－建築設計業務の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建築士事務所の登録業者 （抽出

枠）建築士事務所の登録業者のうち、（社）日本建築士会連合会、（社）日本

建築士事務所協会連合会、（社）日本建築家協会及び建築業協会の各協会の

会員名簿に記載されている業者で、建築設計事務所、建設業者（建築設計部

門）ごと、それぞれ、原則、年間売上高の上位３０社、同２０社を報告者と

して選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／１１０，０００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現

在 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．建築主別、使途別、概算延床面積 （１）公共（住宅系、非住宅系）、

（２）民間（住宅系、非住宅系） 

※ 

【調査票名】 ５－建設機械器具リース業の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設機械器具の賃貸業を営む者 （抽

出枠）建設機械器具の賃貸業を営む者のうち、（社）全国建設機械器具リー

ス業協会名簿に記載されている業者で、原則、年間売上高の上位５０社を報

告者として選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．施主別（公共、民間）賃貸売
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上高、３．工事種類別（土木、住宅、非住宅建築）賃貸売上高、４．主要品

目別の月間稼働延べ台数及び月末総保有台数（機械器具名 （１）土工機械

（ブルドーザ、トラクタショベル、ショベル系掘削機）、（２）運搬機械（ク

レーン、不整地運搬車、フォークリフト）、（３）基礎工事用機械（振動パイ

ルドライバ）、（４）整地・転圧機械（モータグレーダ、ローラ）、（５）その

他（高所作業車、大型発動発電機、大型コンプレッサ）） 

※ 

【調査票名】 ６－重仮設リース業の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）重仮設材の賃貸業を営む者 （抽

出枠）重仮設材の賃貸業者を営む者のうち、、重仮設業協会名簿に記載され

ている業者を対象者とする。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．施主別（公共、民間）賃貸売

上高、３．工事種類別（土木、住宅、非住宅建築）賃貸売上高、４．主要品

目別の月末稼働量及び月末総保有量 （１）主要品目（鋼矢板、Ｈ型鋼、鋼

製山留、覆工板）別、月末稼働量、月末総保有量 

※ 

【調査票名】 ７－軽仮設リース業の動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）軽仮設材の賃貸業を営む者 （抽

出枠）軽仮設材の賃貸業者を営む者のうち、軽仮設リース業協会名簿に記載

されている業者で、原則、年間売上高の上位５０社を報告者として選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１５日 

【調査事項】 １．企業名、部課名、担当者、所在地、２．施主別（公共、民間）賃貸売

上高、３．工事種類別（土木、住宅、非住宅建築）賃貸売上高、４．主要品

目別の月末稼働量及び月末総保有量 （１）主要品目（枠組足場、鋼製型枠、

丸角部材、長尺足場材、支保工部材、養生部材）別、月末稼働量、月末総保

有量  
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【調査名】 介護事業実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 厚生労働省老健局老人保健課 

【目 的】 本調査は、介護報酬改定の為の基礎資料を収集する一環として行うものであ

り、平成２４年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されているかを把

握することを目的とする。 

【沿 革】 平成２２年に、「介護事業経営概況調査」（平成１３年から実施）と「介護従

事者処遇状況等調査」（平成２１年に一回限りで実施）が統合され、名称が「介

護事業実態調査」に変更された。平成２３年に、「介護事業経営実態調査」（平成

１４年から実施）が、介護事業実態調査に統合された。 

【調査の構成】 １－介護事業経営概況調査 調査票 ２－介護従事者処遇状況等調査 

介護老人福祉施設票 ３－介護従事者処遇状況等調査 介護老人保健施設

票 ４－介護従事者処遇状況等調査 介護療養型医療施設票 ５－介護従

事者処遇状況等調査 訪問介護事業所票 ６－介護従事者処遇状況等調査 

通所介護事業所票 ７－介護従事者処遇状況等調査 認知症対応型共同介

護事業所票 ８－介護従事者処遇状況等調査 居宅介護支援事業所票 ９

－介護事業経営実態調査 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施

設調査票 １０－介護事業経営実態調査 介護老人保健施設調査票 １１

－介護事業経営実態調査 介護療養型医療施設（病院・診療所）調査票 １

２－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所調

査票（介護予防含む）（福祉関係） １３－介護事業経営実態調査 居宅サ

ービス・地域密着型サービス事業所調査票（介護予防含む）（医療関係） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（介護事業経営概況調査：（概況：平成２２年１２

月、詳細：平成２３年４月）、介護事業経営実態調査：（概況：平成２３年１０月、

詳細：平成２４年３月）、介護従事者処遇状況等調査：（概況：平成２５年３月、

詳細：平成２５年４月） 

【備 考】 今回の変更は、介護従事者処遇状況等調査（介護老人福祉施設票、 介護老

人保健施設票、介護療養型医療施設票、訪問介護事業所票、通所介護事業所票、

認知症対応型共同介護事業所票、居宅介護支援事業所票）の報告者数の一部変更

及び調査の実施時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－介護事業経営概況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護事業所、訪問入浴介護事業

所、訪問看護ステーション、訪問リハビリテーション事業所、通所介護事業

所、通所リハビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、特定施設入
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居者生活介護事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所、夜間対応

型訪問介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介

護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活

介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設 （抽出枠）介護サービス施設・

事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０７０／１４２，７７６ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２１年９

月末日現在（項目によっては、平成２１年度１年間の実績等） （系統）厚

生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．収入の状況、２．支出の状況、３．資産・負債の状況 等 

※ 

【調査票名】 ２－介護従事者処遇状況等調査 介護老人福祉施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護老人福祉施設 （抽出枠）介

護サービス施設の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６４３／６，３８１ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月末日

現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）厚生

労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ３－介護従事者処遇状況等調査 介護老人保健施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）介

護サービス施設の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，００７／３，８１９ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月末日

現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）厚生

労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ４－介護従事者処遇状況等調査 介護療養型医療施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護療養型医療施設 （抽出枠）
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介護サービス施設の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４９６／１，７７０ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月末日現在

（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）厚生労働

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ５－介護従事者処遇状況等調査 訪問介護事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問介護事業所 （抽出枠）介

護サービス事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４２９／２８，５５３ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月

末日現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ６－介護従事者処遇状況等調査 通所介護事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）通所介護事業所 （抽出枠）介

護サービス事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５７３／３１，２８０ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月

末日現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ７－介護従事者処遇状況等調査 認知症対応型共同介護事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）認知症対応型共同介護事業所 （抽

出枠）介護サービス事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１５８／１１，２８３ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月
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末日現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ８－介護従事者処遇状況等調査 居宅介護支援事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅介護支援事業所 （抽出枠）

介護サービス事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６９３／３３，９７０ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年９月

末日現在（項目によっては、平成２４年９月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．給与等の状況、２．介護従事者の処遇状況、３．個別の従事者の勤務

形態、４．労働時間、５．資格の取得状況、６．基本給額 等 

※ 

【調査票名】 ９－介護事業経営実態調査 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉

施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設及び事業所 （属性）介護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 （抽出枠）介護サービス

施設・事業所調査結果、介護給付費実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９２３／６，５８６ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末日

現在（項目によっては、平成２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生

労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 １０－介護事業経営実態調査 介護老人保健施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）介

護サービス施設・事業所調査結果、介護給付費実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９２９／３，７１７ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末日現在

（項目によっては、平成２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労働
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省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 １１－介護事業経営実態調査 介護療養型医療施設（病院・診療所）調査

票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）施設 （属性）介護療養型医療施設 （抽出枠）

介護サービス施設・事業所調査結果、介護給付費実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９７７／１，９５３ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月末日現在

（項目によっては、平成２３年３月１か月間の実績等） （系統）厚生労働

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 １２－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所

調査票（介護予防含む）（福祉関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問入浴介護

事業所、通所介護事業所、短期入所生活介護事業所、特定施設入居者生活介

護事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所、夜間対応型訪問介護

事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、

小規模多機能型居宅介護事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 

（抽出枠）介護サービス施設・事業所調査結果、介護給付費実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，７０９／１０８，９０４ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３

月末日現在（項目によっては、平成２３年３月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、支出の状況 等 

※ 

【調査票名】 １３－介護事業経営実態調査 居宅サービス・地域密着型サービス事業所

調査票（介護予防含む）（医療関係） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問介護事業所、訪問看護ステ
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ーション、訪問リハビリテーション事業所、通所介護事業所、療養通所介護

事業所、通所リハビリテーション事業所、短期入所療養介護事業所、居宅介

護支援事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事

業所、小規模多機能型居宅介護事業所 （抽出枠）介護サービス施設・事業

所調査結果、介護給付費実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，３４９／３１，５３２ （配布）郵

送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年３月

末日現在（項目によっては、平成２３年３月１か月間の実績等） （系統）

厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年４月１日～４月３０日 

【調査事項】 １．サービス提供の状況、２．居室・設備等の状況、３．職員配置、４．

職員給与、５．収入の状況、支出の状況 等  
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【調査名】 労働経済動向調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は、景気の変動、労働力需給の変化等が、雇用、労働時間等に及ぼし

ている影響や、それらに関する今後の見通し、対応策等について調査し、労働経

済の変化の方向、当面の問題等を迅速に把握し、労働政策の基礎資料とすること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－労働経済動向調査票（２月調査） ２－労働経済動向調査票（５月

調査） ３－労働経済動向調査票（８月調査） ４－労働経済動向調査票

（１１月調査） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施月の翌月、詳細：調査実施年の

翌年２月） 

【備 考】 今回の変更は、母集団及び調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－労働経済動向調査票（２月調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲

げる「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小

売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技

術サービス業」（学術研究のうち、学術・研究開発機関を除く。）、「宿泊業，

飲食サービス業」（飲食サービス業のうち、バー，キャバレー，ナイトクラ

ブを除く。）、「生活関連サービス業，娯楽業」（生活関連サービス業のうち、

家事サービス業、火葬・墓地管理業及び冠婚葬祭業を除く。）、「医療，福祉」

及び「サービス業（他に分類されないもの）」（政治・経済・文化団体、宗教、

その他サービス業及び外国公務を除く。）に属し、常用労働者３０人以上の

民営事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，８００／２３０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年２月１日

現在（一部の項目については、調査実施年の前年１０月から調査実施年６月

までの実績及び見込、又は調査実施年の前年２月から調査実施年１月までの

実績） （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎年２月１日～２月７日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所の名称、所在地及び企業の常

用労働者数、２．生産・売上等の動向に関する事項（１）生産・売上額等の

対前期増減（見込）状況、（２）生産・売上額等の対前期増減（見込）理由、

３．雇用、労働時間の動向に関する事項（１）所定外労働時間の対前期増減

（見込）状況、（２）労働者数の対前期増減（見込）状況、（３）常用労働者
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の中途採用の実績・予定、４．常用労働者数、労働者の過不足感及び未充足

求人数に関する事項、５．雇用調整等の実施状況に関する事項、６．調査実

施年の新規学卒者の採用内定状況に関する事項、７．正社員以外の労働者か

ら正社員への登用状況に関する事項  
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【調査名】 ６次産業化総合調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票：農業者等による農産物

の販売戦略により農業所得そのものの増大をもたらす取組を２０１０年世界農

林業センサス結果を基に総合的に調査し、取組に伴う所得向上、雇用確保の状況

及び第２次・第３次産業事業者との連携等の状況を明らかにし、６次産業化の施

策推進に必要な資料を整備するために実施する。 

６次産業化業態別調査票：農業者等による農業生産関連事業による所得の増

大をもたらす取組を２０１０年世界農林業センサス結果を基に総合的に調査し、

取組に伴う所得向上、雇用確保の状況、再生可能エネルギーの利用実態及び第

２次・第３次産業事業者との連携によるイノベーション（農産物の新しい活用

技術の創造）等の状況を明らかにし、６次産業化の施策推進に必要な資料を整

備するために実施する。 

漁業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票：漁業者等による多様な

直接販売の取組を調査し、取組に伴う所得向上、雇用確保の状況、第２次・第

３次産業事業者との連携等の状況を明らかにし、６次産業化の施策推進に必要

な資料を整備するために実施する。 

漁業経営体等における６次産業化業態別調査票：漁業者等による水産物加工

の取組や水産物直売所を利用した消費者への直接販売の取組を調査し、取組に

伴う所得向上、雇用確保の状況、第２次、第３次産業事業者との連携等の状況

を明らかにし、６次産業化の施策推進に必要な資料を整備するために実施する。 

【沿 革】 平成２３年度から調査を開始した。また、平成２４年度に、調査の名称が「農

業・農村の６次産業化総合調査」から「６次産業化総合調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－農業・農村の６次産業化総合調査 農業経営体における６次産業化

販売戦略実態調査票 ２－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化

業態別調査票（農産加工用 Ａ票） ３－農業・農村の６次産業化総合調

査 ６次産業化業態別調査票（農産加工用 Ｂ票） ４－農業・農村の６

次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（観光農園用） ５－農業・

農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家レストラン用） 

６－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家民

宿用） ７－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票

（農産物直売所用 Ａ票） ８－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次

産業化業態別調査票（農産物直売所用 Ｂ票） ９－農業・農村の６次産

業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（海外への輸出用） １０－農業・

農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（再生可能エネルギ
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ー用） １１－漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体における６次産

業化販売戦略実態調査票 １２－漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営

体等における６次産業化業態別調査票（水産加工用） １３－漁業・漁村

の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業態別調査票（水産

物直売所用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年３月下旬、詳細：調査

実施年の翌年８月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－農業・農村の６次産業化総合調査 農業経営体における６次産業化販

売戦略実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）２０１０年世界農林業セン

サス（農林業経営体調査）において把握した農産物の直接販売を行っている

農業経営体 （抽出枠）２０１０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１１，２０９／５７７，７５６ 

（配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年

４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可

能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センタ

ーが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター

（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北

海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農

林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地

域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農業経営体の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産物の販売状

況（販売先別販売金額、販売先別品目分類別販売金額割合及び販売先別直接

販売の状況）、３．農業経営における男女別、年齢別の従事者の状況及び雇

用者の労賃、４．収益向上へ向けた取組状況 

※ 

【調査票名】 ２－２－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農

産加工用 Ａ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農産加工場 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査及び平成２３年度６次産業化業態別調査において把握

した農産加工場 （抽出枠）平成２３年度農業・農村の６次産業化総合調査

（６次産業化業態別調査（農業経営体用）及び平成２３年度６次産業化業態

別調査（農産加工場用）において把握した農産加工場。なお、販売金額規模
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が１億円以上の報告者については、全国の販売金額の把握に大きな影響を与

えるため全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）３，４６１／２０，５７９ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施

年の前年４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、

記入可能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域

センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局

が所在する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域セ

ンター（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又

は北海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務

局農林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省

－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農産加工の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産加工の販売金

額、３．農産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、

４．農産物加工品の販売状況（販売先別販売金額割合、契約生産の有無及び

販売地域別販売金額割合）、５．生産した加工品名、販売金額割合、６．営

業期間、７．加工原料の仕入状況（品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金

額割合）、８．収益向上へ向けた取組状況、９．他産業との連携の状況 

※ 

【調査票名】 ３－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農産加

工用 Ｂ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）新設農産加工場 （属性）平成２２年４月１日か

ら２４年３月３１日までに新設された農産加工場 （抽出枠）市区町村から

の情報収集により作成した母集団名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２／２２ （配布）郵送・職員 （取集）郵

送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日～３月３１

日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） （系

統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農

林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県であって地域セ

ンターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地方農政局）－報

告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政事務所）－報告

者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ－－報告者、

地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農産加工の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産加工の販売金
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額、３．農産加工における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、

４．農産物加工品の販売状況（販売先別販売金額割合、契約生産の有無及び

販売地域別販売金額割合）、５．生産した加工品名、販売金額割合、６．営

業期間、７．加工原料の仕入状況（品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金

額割合）、８．利用施設の状況、９．経営方針の決定方法、決定者の性別及

び平均年齢、１０．収益向上へ向けた取組状況、１１．収益向上へ向けた取

組の今後の実施予定、１２．他産業との連携の状況 

※ 

【調査票名】 ４－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（観光農

園用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）等において把握した、「観光

農園」を営んでいる農業経営体 （抽出枠）平成２３年度農業・農村の６次

産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区町村からの情報収集

により作成した母集団名簿。販売金額規模が１億円以上の報告者については、

全国の販売金額の把握に大きな影響を与えるため全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，６５１／７，１２５ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施

年の前年４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、

記入可能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域

センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局

が所在する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域セ

ンター（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又

は北海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務

局農林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省

－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．観光農園の概要（家族経営・法人等の区分）、２．観光農園の販売金

額、３．取扱品目及び主とする品目、４．営業期間及び利用者数、５．観光

農園における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、６．収益向

上へ向けた取組状況、７．他産業との連携の状況 

※ 

【調査票名】 ５－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家レ

ストラン用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）等において把握した、「農家
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レストラン」を営んでいる農業経営体 （抽出枠）平成２３年度農業・農村

の６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区町村からの情

報収集により作成した母集団名簿。なお、販売金額規模が１億円以上の報告

者については、全国の販売金額の把握に大きな影響を与えるため全数調査と

する。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）８７１／１，１２２ （配布）

郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の

前年４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記

入可能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域セ

ンターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が

所在する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域セン

ター（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又

は北海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務

局農林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省

－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農家レストランの概要（家族経営・法人等の区分）、２．農家レスト

ランの販売金額、３．食事の原料の仕入状況、４．営業期間及び宿泊者数、

５．農家レストランにおける男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労

賃、６．農業体験の実施状況、参加人数、７．収益向上へ向けた取組状況、

８．他産業との連携の状況 

※ 

【調査票名】 ６－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農家民

宿用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）等において把握した、「農家

民宿」を営んでいる農業経営体 （抽出枠）平成２３年度農業・農村の６次

産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区町村からの情報収集

により作成した母集団名簿。なお、販売金額規模が１億円以上の報告者につ

いては、全国の販売金額の把握に大きな影響を与えるため全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，４８３／１，６５５ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施

年の前年４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、

記入可能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域

センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局

が所在する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域セ
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ンター（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又

は北海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務

局農林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省

－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農家民宿の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農家民宿の販売金

額、３．食事の原料の仕入状況、４．営業期間及び宿泊者数、５．農家民宿

における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、６．農業体験の

実施状況、参加人数、７．収益向上へ向けた取組状況、８．他産業との連携

の状況 

※ 

【調査票名】 ７－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農産物

直売所用 Ａ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農産物直売所 （属性）平成２３年度農業・農村

の６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査（農業経営体用）及び平成２

３年度６次産業化業態別調査（農産物直売所用）において把握した農産物直

売所 （抽出枠）平成２３年度農業・農村の６次産業化総合調査（６次産業

化業態別調査）結果及び市区町村からの情報収集により作成した母集団名簿。

なお、新設農産加工場、新設農産物直売所及び販売金額規模が１億円以上の

報告者については、全国の販売金額の把握に大きな影響を与えるため全数調

査とする。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，７２２／２０，４５２ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施

年の前年４月１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、

記入可能な直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域

センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局

が所在する府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域セ

ンター（又は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又

は北海道農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務

局農林水産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省

－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農産物直売所の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産物直売所

の販売金額、３．農産物の販売状況（品目別販売金額、品目別産地別販売金

額割合）、４．営業時間、５．提供先別の農産物の契約栽培及び購入者の居

住地域割合、６．農産物直売所における購入者数、７．他の農家等からの出
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荷物の有無、８．農産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状況及び

雇用者の労賃、９．収益向上へ向けた取組状況、１０．他産業との連携の状

況 

※ 

【調査票名】 ８－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（農産物

直売所用 Ｂ票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農産物直売所 （属性）平成２２年２月１日から

２４年３月３１日までに新設された農産物直売所 （抽出枠）市区町村から

の情報収集により作成した母集団名簿。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８４／２８４ （配布）郵送・職員 （取集）

郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日～３月３

１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） 

（系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府

県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県であって

地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地方農政局）

－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政事務所）－

報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ－－報

告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．農産物直売所の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産物直売所

の販売金額、３．農産物の販売状況（品目別販売金額、品目別産地別販売金

額割合）、４．営業時間、５．提供先別の農産物の契約栽培及び購入者の居

住地域割合、６．農産物直売所の施設形態、面積、７．農産物直売所におけ

る購入者数、８．他の農家等からの出荷物の有無、９．農産物直売所におけ

る男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、１０．経営方針の決定

方法、決定者の性別及び平均年齢、１１．収益向上へ向けた取組状況、１２．

収益向上へ向けた取組の今後の実施予定、１３．他産業との連携の状況 

※ 

【調査票名】 ９－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（海外へ

の輸出用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）等において把握した、「海外

への輸出」を営んでいる農業経営体 （抽出枠）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果及び市区町村からの情報

収集により作成した母集団名簿。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２６０／２６０ （配布）郵送・職員 （取集）
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郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日～３月３

１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） 

（系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府

県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県であって

地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地方農政局）

－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政事務所）－

報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産センタ－－報

告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．海外への輸出の概要（家族経営・法人等の区分）、２．海外への輸出

の販売金額、３．取組の組織単位及び業務内容、４．農産物の輸出状（品目

別の輸出金額、輸出量、相手国名及び相手告別輸出金額割合）、５．海外へ

の輸出における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、６．収益

向上へ向けた取組状況 

※ 

【調査票名】 １０－農業・農村の６次産業化総合調査 ６次産業化業態別調査票（再生

可能エネルギー用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）平成２３年度農業・農村の

６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）において把握した、再生可能

エネルギー施設を設置する予定である農業経営体 （抽出枠）平成２３年度

農業・農村の６次産業化総合調査（６次産業化業態別調査）結果より作成し

た母集団名簿。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５１６／２，５１６ （配布）郵送・職員 

（取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近

１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在

しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県

であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地

方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政

事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産セ

ンタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センタ

ー－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 再生可能エネルギー施設の設置状況及び出力能力 

※ 

【調査票名】 １１－漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体における６次産業化販売
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戦略実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）漁業経営体 （属性）２００８年漁業センサスに

おいて把握した、水産物の直接販売を行っている海面漁業経営体 （抽出枠）

２００８年漁業センサス結果をもとに漁業協同組合等からの情報収集によ

り作成した母集団名簿を使用して、販売先別・規模階層別に無作為抽出する。

なお、販売金額１億円以上の大規模階層の漁業経営体については、全国の販

売金額の把握に大きな影響を与えるため全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）５，０３８／４７，１３１ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月

１日～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な

直近１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが

所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する

府県であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又

は地方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道

農政事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水

産センタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域セ

ンター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．漁業経営体の概要（経営体区分及び主な漁業種類）、２．水産物の販

売状況（販売先別販売金額、販売先別品目分類別販売金額割合、直接販売の

開始時期、実施理由及び販売先別直接販売状況）、３．漁業経営における男

女別、年齢別の従事者数の状況及び雇用者の労賃、４．５年前と比較した販

売金額等の変化、５．収益向上等へ向けた取組状況、今後の予定及び課題 

※ 

【調査票名】 １２－漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業

態別調査票（水産加工用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）水産加工場 （属性）海面漁業経営体、沿海地区

の漁業協同組合、漁業協同組合連合会が運営する水産加工場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６００／２，６００ （配布）郵送・職員 

（取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近

１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在

しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県

であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地

方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政

事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産セ
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ンタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センタ

ー－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．運営主体及び水産加工品の販売金額、２．水産加工の概要（水産加工

の開始時期、事業開始における指導・アドバイス等の状況、水産加工施設の

所有状況、面積、営業期間）、３．加工原料の仕入状況（品目別仕入金額及

び品目別産地別仕入金額割合）、４．水産加工品の販売状況（販売先別販売

金額割合、契約生産の有無、生産した加工品名、販売金額割合）、５．経営

方針の決定方法、決定者の性別及び平均年齢、６．水産加工における男女別・

年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、７．５年前と比較した販売金額等

の変化割合、８．収益向上等へ向けた取組状況・今後の予定及び課題、９．

他産業との連携における取組状況及び今後の意向、１０．再生可能エネルギ

ー施設の設置状況及び出力能力 

※ 

【調査票名】 １３－漁業・漁村の６次産業化調査 漁業経営体等における６次産業化業

態別調査票（水産物直売所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）水産物直売所 （属性）海面漁業経営体、沿海地

区の漁業協同組合、漁業協同組合連合会が運営する水産物直売所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，３００／５，３００ （配布）郵送・職員 

（取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～３月３１日までの１年間（ただし、記入が困難な場合は、記入可能な直近

１年間） （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在

しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する府県

であって地域センターが所在する府県：農林水産省－地域センター（又は地

方農政局）－報告者、北海道：農林水産省－地域センター（又は北海道農政

事務所）－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局農林水産セ

ンタ－－報告者、地方農政局が存在しない都府県：農林水産省－地域センタ

ー－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．運営主体及び水産物直売所における販売金額、２．水産物直売所の概

要（直売所の開始時期、事業開始における指導・アドバイス等の状況、所有

状況、面積、営業期間、購入者数）、３．水産物の販売状況（品目別販売金

額割合、品目別産地別販売金額割合）、４．経営方針の決定方法、決定者の

性別及び平均年齢、５．水産物直売所における男女別・年齢別の従事者の状

況及び雇用者の労賃、６．５年前と比較した販売金額等の変化割合、７．収

益向上等へ向けた取組状況・今後の意向及び課題、８．他産業との連携にお
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ける取組状況・今後の予定及び課題、９．再生可能エネルギーの種類別発電

設備の設置状況及び出力能力  
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【調査名】 特定サービス産業動態統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループサービス動態統計室 

【目 的】 本調査は、特定サービス産業の売上高、契約高等の経営動向を把握し、景気

動向の判断材料に資するとともに、産業振興政策、中小企業政策の推進及びサー

ビス産業の健全な育成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 この調査は、毎月調査として昭和６２年１２月分から実施されている。当初

は、物品賃貸業、情報サービス業、広告業の３業種について、平成５年１０月分

調査からは、クレジットカード業及びエンジニアリング業の２業種を追加し、５

業種で調査を実施してきた。平成１２年１月分調査からは、１．葬儀業、２．結

婚式場業、３．映画館、４．劇場・興行場，興行団、５．ゴルフ場、６．ゴルフ

練習場、７．ボウリング場、８．遊園地・テーマパーク、９．パチンコホール、

１０．外国語会話教室、１１．カルチャーセンター、１２．フィットネスクラブ、

平成１６年１月分調査からは学習塾、平成２０年７月分調査以降はインターネッ

ト附随サービス業等を加えて、合計２８業種について調査を実施している。なお、

平成１２年１月分調査からは、新世代統計システムへの対応を行い、インターネ

ットを活用したオンラインでの申告が開始されている。 

【調査の構成】 １－物品賃貸（リース）業調査票 ２－物品賃貸（レンタル）業調査票 

３－情報サービス業調査票 ４－広告業調査票 ５－クレジットカード業

調査票 ６－エンジニアリング業調査票 ７－葬儀業調査票 ８－結婚式

場業調査票 ９－映画館調査票 １０－劇場・興行場，興行団調査票 １

１－ゴルフ場調査票 １２－ゴルフ練習場調査票 １３－ボウリング場調

査票 １４－遊園地・テーマパーク調査票 １５－パチンコホール調査票 

１６－外国語会話教室調査票 １７－カルチャーセンター調査票 １８－

フィットネスクラブ調査票 １９－学習塾調査票 ２０－インターネット

附随サービス業調査票 ２１－映像情報制作・配給業調査票 ２２－音楽

ソフト制作業調査票 ２３－新聞業調査票 ２４－出版業調査票 ２５－

ポストプロダクション業調査票 ２６－デザイン業調査票 ２７－機械設

計業調査票 ２８－自動車賃貸業調査票 ２９－機械等修理業調査票 ３

０－環境計量証明業調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物により公表。速報：調査月の翌々月上旬、確報：

調査月の翌々月中旬。 

※ 

【調査票名】 １－物品賃貸（リース）業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具

賃貸業，事務用機械器具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，
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７０３）に属するリース業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態

調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３６／５６１ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．リ

ース月間契約高及びリース物件月間購入額、５．月間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸（レンタル）業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具

賃貸業，事務用機械器具賃貸業（日本標準産業分類小分類７０１，７０２，

７０３）及び音楽・映像記録物賃貸業（日本標準産業分類細分類７０９２）

のレンタル業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査及び業界

団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９１／２，７７０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ３－情報サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ソフトウェア業、情報処理・提供

サービス業（日本標準産業分類小分類３９１，３９２）に属する業務を営む

企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２８／５，０５０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ４－広告業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）広告業（日本標準産業分類小分類

７３１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）平成１７年特定サービス産業
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実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０３／３，１８０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）クレジットカード業（日本標準産

業分類細分類６４３１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス

産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６１／３５８ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高 

※ 

【調査票名】 ６－エンジニアリング業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の技術サービス業（日本標

準産業分類細分類７４９９）に属するエンジニアリング業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８７／２９４ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．エ

ンジニアリング業務の月間受注高、５．月間売上高 

※ 

【調査票名】 ７－葬儀業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）葬儀業（日本標準産業分類細分類

７９６１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査

及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１２／３，７６０ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現
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在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．取扱件数、４．月

間売上高、５．事業所数 

※ 

【調査票名】 ８－結婚式場業調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）結婚式場業（日

本標準産業分類細分類７９６２）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）特

定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１８４／２，８２２ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．従業者数、３．取扱件数、４．月間

売上高、５．月間操業日数 

※ 

【調査票名】 ９－映画館調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）映画館（日本標準産業分類小分類

８０１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査及

び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７／２３０ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）

経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．上

映種類別入場者数、５．月間売上高、６．スクリーン数及び座席数 

※ 

【調査票名】 １０－劇場・興行場，興行団調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）興行場，興行団（日本標準産業

分類小分類８０２）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８２／６９８ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 
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【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．入場者数、

４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 １１－ゴルフ場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ場（日

本標準産業分類細分類８０４３）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）特

定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１７／２，０２６ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、

４．月間売上高、５．月間営業日数、６．営業ホール数 

※ 

【調査票名】 １２－ゴルフ練習場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ練習場

（日本標準産業分類細分類８０４４）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）

特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２６／２，７０７ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、

４．月間売上高、５．打席数 

※ 

【調査票名】 １３－ボウリング場調査票 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島

県、香川県、福岡県の８都道府県 （単位）事業所 （属性）ボウリング場

（日本標準産業分類細分類８０４５）に属する業務を営む事業所 （抽出枠）

特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５２／９４８ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 
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【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数

及びゲーム数、４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 １４－遊園地・テーマパーク調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）遊園地，テーマパーク（日本標

準産業分類細分類８０５２，８０５３）に属する業務を営む事業所 （抽出

枠）特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／１６７ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業・事業所名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．入場者数、

４．月間売上高 

※ 

【調査票名】 １５－パチンコホール調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）パチンコホール（日本標準産業分

類細分類８０６４）に属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０／１，３８７ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 

（系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高及び需

要の状況、４．設置台数、５．事業所数 

※ 

【調査票名】 １６－外国語会話教室調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）外国語会話教授業（日本標準産業

分類細分類８２４５）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産

業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４１／１，１４４ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 

（系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高、４．

受講生数及び新規入学生数、５．開設数、６．事業所数 

※ 

【調査票名】 １７－カルチャーセンター調査票 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の教養・技能教授業（日本

標準産業分類細分類８２４９）に属するカルチャーセンター業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０／２２０ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高、５．受講生数及び新規受講生数、６．講座数 

※ 

【調査票名】 １８－フィットネスクラブ調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）フィットネスクラブ（日本標準産

業分類細分類８０４８）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス

産業実態調査及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７０／７７２ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系

統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．利用者数、４．月

間売上高、５．会員数、６．事業所数 

※ 

【調査票名】 １９－学習塾調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）学習塾（日本標準産業分類小分類

８２３）に属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０３／１，１６５ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．月末常用従業者数等、３．月間売上高、４．

受講生数、５．事業所数 

※ 

【調査票名】 ２０－インターネット附随サービス業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インターネット付随サービス業（日

本標準産業分類小分類４０１）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業

統計調査（１８年確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１３／２，４９３ （配布）郵送 （取
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集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２１－映像情報制作・配給業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）映像情報制作・配給業（日本標準

産業分類小分類４１１）業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１７／２２３ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２２－音楽ソフト制作業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）レコード制作業（日本標準産業分

類細分類４１２１）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８／２８０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２３－新聞業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）新聞業（日本標準産業分類小分類

４１３１）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９３／９９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２４－出版業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）出版業（日本標準産業分類小分類
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４１４）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／５６０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２５－ポストプロダクション業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）その他の映像・音声・文字情報制

作に附帯するサービス業（日本標準産業分類細分類４１６９）のポストプロ

ダクション業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９２／１０３ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２６－デザイン業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）デザイン業（日本標準産業分類小

分類７２６）の業務を営む企業 （抽出枠）事業所・企業統計調査（１８年

確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２６３／９，９０２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ２７－機械設計業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械設計業（日本標準産業分類小

分類７４３）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３３／１３０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 
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※ 

【調査票名】 ２８－自動車賃貸業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車賃貸業（日本標準産業分類

小分類７０４）のレンタル，リース業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資

料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２１／５０４ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高、５．レンタル業務の月間契約台数、月間売上高、６．リース業務

の月間契約台数、月間契約高 

※ 

【調査票名】 ２９－機械等修理業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）機械修理業，電気機械器具修理業

（日本標準産業分類小分類９０１，９０２）の業務を営む企業 （抽出枠）

事業所・企業統計調査（１８年確報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３６０／１３，４７９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況 

※ 

【調査票名】 ３０－環境計量証明業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）環境計量証明業（日本標準産業分

類細分類７４５２）の業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２２／５５６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．事業所数、３．月末常用従業者数等、４．月

間売上高及び需要の状況  

- 36 -



【調査名】 派遣労働者実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は、労働者派遣の実態について、事業所側、労働者側の双方から把握

し、労働者派遣法改正前後及びリーマンショック以降の実態の変化の把握も可能

とすることで、労働者派遣制度に関する諸問題に的確に対応した施策の立案等に

資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１６年３月に改正労働者派遣法が施行されたことに伴い、事

業所及び労働者に与える影響への実態把握が必要であることから、平成１６年第

１回調査、２０年に第２回目調査を実施し、今回が第３回目となる。 

【調査の構成】 １－事業所票 ２－派遣労働者票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２５年８月まで、結果報告書：平成

２６年３月まで） 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る調査事項の一部変更、調査方法の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本産業分類に掲げる「鉱業，

採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（家事サービス業を除く。）」、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他

に分類されないもの）（外国公務を除く。」に属し、常用労働者を５人以上雇

用している事業所。 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００／１，９００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日

現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２４年９月２８日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所調査（１）事業所の属性、ア．事業所が属する企業規模、事業

所の常用労働者数、イ．就業形態・性・雇用期間の定めの有無別労働者数、

（２）派遣労働者を就業させる主な理由、（３）派遣労働者を受け入れない

主な理由、（４）派遣労働者の業務、ア．派遣労働者が就業している業務内

容、イ．医療関連業務の業務内容、ウ．医療関連業務の派遣事由、（５）派

遣契約件数（派遣業務・派遣契約期間別）、（６）派遣契約件数（派遣業務・

通算派遣期間別）、（７）３年前と比べた派遣労働者数の変化、（８）派遣先

責任者の人数、（９）過去１年間の教育訓練・能力開発の実施の有無及び内
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容、（１０）過去１年間の労働者派遣契約の中途解除の有無及び理由、（１１）

過去１年間の派遣労働者からの苦情について、ア．苦情の申し出の有無、イ．

苦情の件数、ウ．苦情の内容、エ．苦情の解決状況、（１２）派遣労働者の

正社員の登用制度について、ア．正社員登用制度の有無、イ．過去３年間の

派遣労働者の正社員登用の有無、（１３）紹介予定派遣について、ア．紹介

予定派遣制度の利用の有無、イ．過去１年間の紹介予定による派遣労働者数、

ウ．過去１年間に紹介予定派遣を経て直接雇用に結びついた労働者数、エ．

紹介予定派遣制度の今後の利用方針、（１４）請負労働者について、ア．請

負労働者の有無、イ．物の製造を行っている請負労働者の有無、ウ．物の製

造を行っている請負労働者数、エ．請負契約による発注量の今後の見通し、

（１５）今後の労働者比率の方針 

※ 

【調査票名】 ２－派遣労働者票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本産業分類に掲げる「鉱業，採

石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（家事サービス業を除く。）」、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他

に分類されないもの）（外国公務を除く。」に属し、常用労働者を５人以上雇

用している事業所において就業している派遣労働者。 （抽出枠）事業所調

査の調査対象事業所において就業している派遣労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，０００／１，２００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日

現在 （系統）配布：厚生労働省－民間事業者－事業所調査対象事業所－報

告者、回収：報告者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２４年１０月１２日～平成２４年１

１月３０日 

【調査事項】 １．派遣労働者調査（１）個人の属性、ア．性、年齢階級、イ．同居家族

の有無及び同居家族の続柄、ウ．主な収入源、エ．最終学歴又は在学の状況、

学校卒業後の最初の就業形態、（２）これまでの派遣就業に関する状況、ア．

派遣で働いた通算期間階級、イ．これまで働いた派遣先事業所数、（３）現

在の派遣就業に関する状況、ア．派遣の種類、登録型派遣労働者の派遣元事

業所の登録数、イ．派遣業務の種類、ウ．医療関連業務の場合の業務内容、

エ．業務の技術・技能を習得した方法、オ．派遣元との雇用契約の期間階級、

カ．派遣先での同一業務の継続期間階級、キ．登録型派遣労働者の派遣先で
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の同一業務の雇用契約更新回数、ク．９月最後の１週間の実労働時間数階級、

残業の頻度、ケ．年次有給休暇付与の有無、過去１年間の年次有給休暇取得

日数階級、コ．賃金（時間給換算額）、サ．賃金（時間給換算額）の満足度、

満足していない場合の理由、シ．諸手当等の支給の有無、支給内容、ス．昨

年１年間の給与収入、派遣労働による年間収入、セ．過去１年間の苦情の申

し出の有無、苦情の内容、苦情の申出先、解決状況、（４）派遣元・派遣先

への要望、ア．派遣元への要望の有無、要望の内容、イ．派遣先への要望の

有無、要望の内容、（５）紹介予定派遣について、ア．紹介予定派遣の周知

状況、イ．今後の利用希望、（６）今後の働き方の希望  
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【調査名】 ２１世紀出生児縦断調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課世帯統計室 

【目 的】 ２１世紀出生児縦断調査調査票（平成１３年出生児）：本調査は、２１世紀の

初年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観察することにより、少

子化対策、子どもの健全育成等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のための基

礎資料を得ることを目的とする。２１世紀出生児縦断調査調査票（平成２２年出

生児）：本調査は、平成２２年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的

に観察することにより、少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年出生児を対象に平成１３年から開始された。その後、

平成２２年に、平成２２年出生児用調査票が新たに設けられ、従来の平成１３年

出生児に加え、平成２２年出生児に係る調査が開始された。 

【調査の構成】 １－平成１３年出生児用調査票 ２－平成２２年出生児用調査票 

【公 表】 平成１３年出生児：インターネット及び印刷物（概況：調査実施年の翌年６

月、結果表：調査実施年の翌年１０月）、平成２２年出生児：インターネット及

び印刷物（概況：調査実施年の翌年１１月、結果表：調査実施年の翌々年３月） 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る報告者数の減少、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－平成１３年出生児用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２００１年１月１０日～同月１７

日の間及び７月１０日～同月１７日の間に出生した子及びその保護者 （抽

出枠）人口動態調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月出生児：毎年１月１８日現在、７月出生児：毎年

７月１８日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月出生児：毎年１月７日～２月１０日、７

月出生児：毎年７月７日～８月１０日 

【調査事項】 １．保護者に報告を求める事項（１）家族の状況、（２）家庭学習への関

わり方、（３）体験、（４）子育て費用、（５）習い事等、（６）子どもの様子

（病気・けが、身長・体重）、（７）子育てに関する意識等（よかったと思う

こと、負担や悩み）、（８）父母の就業状況、（９）家事・子育ての分担、（１

０）収入、２．子どもに報告を求める事項（１）起床・就寝時間、（２）学

校生活の様子（楽しみにしていること）、（３）１日の学習時間、（４）手伝

い、（５）遊ぶときの友達の人数、（６）テレビ・ゲーム等、（７）携帯電話、

（８）食事の様子 
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※ 

【調査票名】 ２－平成２２年出生児用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２０１０年５月１０日～同月２４

日の間に出生した子の保護者 （抽出枠）人口動態調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３７，９００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１２月１日現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月１８日～１２月１７日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．住環境の状況、３．子どもの食事、４．子どもの生

活時間、５．子どもの遊び、６．子どもの状況（発育・発達状況、病気・け

が及びテレビの視聴）、７．子育てに関する意識等（期待する子ども像、よ

かったと思うこと及び負担や悩み）、８．子育て費用、９．父母の状況（家

事・育児の分担状況、就業状況、単身赴任、収入、子どもと一緒に過ごす時

間及び休日の過ごし方）、１０．保育サービスの利用状況  
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【調査名】 畜産統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１４日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 本調査は、主要家畜（乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏及びブロイラー）に関す

る規模別・経営タイプ別飼養戸数及び飼養頭（羽）数等を把握し、我が国の畜産

生産の現況を明らかにするとともに、畜産行政推進のための基礎資料を整備する

ことを目的とする。なお、豚、採卵鶏及びブロイラーについては、農林業センサ

ス実施年の調査を休止する。 

【調査の構成】 １－乳用牛調査票 ２－肉用牛調査票 ３－豚調査票 ４－採卵鶏調査

票 ５－ブロイラー調査票 

【公 表】 概要：調査年の７月上旬、詳細：調査年の翌年の３月 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲に、ブロイラーを追加。 

※ 

【調査票名】 １－乳用牛調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）乳用牛飼養者 （抽出枠）

直近の農林業センサスの農林業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，１００／２４，４００ （配布）郵

送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調

査実施年の２月１日。ただし、年間データの把握に係る項目については、調

査実施年の前年の２月から調査実施年の１月。 （系統）（地方農政局が所

在する府県であって地域センターが所在しない府県）農林水産省－地方農政

局－報告者、（地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県）

農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－

北海道農政事務所－地域センター－報告者、（沖縄県）農林水産省－内閣府

沖縄総合事務局－農林水産センタ－－報告者、（地方農政局が所在しない都

府県（沖縄県を除く。））農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター

－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布：調査実施年の１月中旬、回収：調査実

施年の２月１日～２月末日 

【調査事項】 １．状態別飼養頭数、２．月別経産牛頭数、３．月別分べん頭数及び乳用

向けめすの出生頭数、４．経営耕地・飼料作物の作付実面積、５．放牧の状

況 

※ 

【調査票名】 ２－肉用牛調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）肉用牛飼養者 （抽出枠）

直近の農林業センサスの農林業経営体名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７００／７７，８００ （配布）郵

送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調

査実施年の２月１日。ただし、年間データの把握に係る項目については、調

査実施年の前年の２月から調査実施年の１月。 （系統）（地方農政局が所

在する府県であって地域センターが所在しない府県）農林水産省－地方農政

局－報告者、（地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県）

農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－

北海道農政事務所－地域センター－報告者、（沖縄県）農林水産省－内閣府

沖縄総合事務局－農林水産センタ－－報告者、（地方農政局が所在しない都

府県（沖縄県を除く。））農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター

－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布：調査実施年の１月中旬、回収：調査実

施年の２月１日～２月末日 

【調査事項】 １．目的別飼養頭数、２．経営タイプ、３．経営耕地・飼料作物の作付実

面積、４．放牧の状況 

※ 

【調査票名】 ３－豚調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）豚飼養者 （抽出枠）直

近の農林業センサスの農林業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，２００／７，１００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実

施年の２月１日。ただし、年間データの把握に係る項目については、調査実

施年の前年の２月から調査実施年の１月。 （系統）（地方農政局が所在す

る府県であって地域センターが所在しない府県）農林水産省－地方農政局－

報告者、（地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県）農

林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－北

海道農政事務所－地域センター－報告者、（沖縄県）農林水産省－内閣府沖

縄総合事務局－農林水産センタ－－報告者、（地方農政局が所在しない都府

県（沖縄県を除く。））農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （ただし、農林業センサス実施年を除く） （実施期日）

配布：調査実施年の１月中旬、回収：調査実施年の２月１日～２月末日 

【調査事項】 １．飼養頭数、２．経営タイプ、３．経営組織 

※ 

【調査票名】 ４－採卵鶏調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）採卵鶏飼養者 （抽出枠）
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直近の農林業センサスの農林業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／３，６００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実

施年の２月１日。ただし、年間データの把握に係る項目については、調査実

施年の前年の２月から調査実施年の１月。 （系統）（地方農政局が所在す

る府県であって地域センターが所在しない府県）農林水産省－地方農政局－

報告者、（地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県）農

林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－北

海道農政事務所－地域センター－報告者、（沖縄県）農林水産省－内閣府沖

縄総合事務局－農林水産センタ－－報告者、（地方農政局が所在しない都府

県（沖縄県を除く。））農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （ただし、農林業センサス実施年を除く） （実施期日）

配布：調査実施年の１月中旬、回収：調査実施年の２月１日～２月末日 

【調査事項】 １．飼養羽数、２．経営組織、３．ひなの導入状況 

※ 

【調査票名】 ５－ブロイラー調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）ブロイラー飼養者 （抽

出枠）直近の農林業センサスの農林業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２７０／２，５５０ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実

施年の２月１日。ただし、年間データの把握に係る項目については、調査実

施年の前年の２月から調査実施年の１月。 （系統）（地方農政局が所在す

る府県であって地域センターが所在しない府県）農林水産省－地方農政局－

報告者、（地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県）農

林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－北

海道農政事務所－地域センター－報告者、（沖縄県）農林水産省－内閣府沖

縄総合事務局－農林水産センタ－－報告者、（地方農政局が所在しない都府

県（沖縄県を除く。））農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （ただし、農林業センサス実施年を除く） （実施期日）

配布：調査実施年の１月中旬、回収：調査実施年の２月１日～２月末日 

【調査事項】 １．出荷羽数、２．飼養羽数  
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【調査名】 ２０１５年農林業センサス試行調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１９日 

【実施機関】 農林水産大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、平成２７年に実施を予定している「２０１５年農林業センサス」

の計画に当たり、本調査と同様の実施系等である都道府県－市区町村を通じ、調

査の準備から実査・審査に至る一連のプロセスを試行的に実施し、調査手法、調

査労力、調査項目設定の適切さなど、各段階における諸課題を事前に把握し、そ

の改善策を調査設計に反映させることを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票Ａ ２－農林業経営体調査票Ｂ 

【公 表】 ホームページ（平成２５年２月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票Ａ 

【調査対象】 （地域）秋田県大仙市及び藤里町、神奈川県藤沢市及び山北町、福井県福

井市及び大野市、島根県松江市及び雲南市、宮崎県宮崎市及び椎葉村 （単

位）農林業経営体 （属性）２０１０年世界農林業センサスの調査客体候補

のうち、農林業経営体と判定した世帯や組織（試験研究機関、教育機関、福

利厚生施設その他の営利を目的としないものは除く。また、林業を行う者に

ついては、森林法第１１条第４項の認定を受けた森林経営計画又は旧法第１

１条第４項の認定を受けた森林施業計画（２０１２年を計画期間に含むもの

に限る。）に従って施業を行う者又は保有山林において調査期日前５年間継

続して育林若しくは伐採を実施した者、並びに素材生産業において調査期日

前１年間に２００立方メートル以上の素材生産を行った者を対象とする。）。 

（抽出枠）２０１０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）郵送・調査員 （取集）郵送・

調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年１２月１日現在 （系統）農

林水産省－県－市町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）配布：１１月下旬、回収：１２月上旬 

【調査事項】 １．経営体の概要、２．経営耕地面積、３．農業用機械、４．農業労働力、

５．農作業の受委託、６．農産物の生産・販売、７．山林及び林業作業、８．

林業労働力、９．素材生産、１０．林産物の販売、１１．林業作業の受託そ

の他農林業経営体の経営の状況など 

※ 

【調査票名】 ２－農林業経営体調査票Ｂ 

【調査対象】 （地域）秋田県大仙市及び藤里町、神奈川県藤沢市及び山北町、福井県福

井市及び大野市、島根県松江市及び雲南市、宮崎県宮崎市及び椎葉村 （単

位）農林業経営体 （属性）調査客体候補（２０１０年世界農林業センサス

- 45 -



において、農林業経営体を把握するために作成した調査客体候補名簿のうち、

「耕地及び耕作放棄地を５アール以上、又は、保有山林面積が１ヘクタール

以上ある世帯や組織」及び「農作業や林業作業の受託を行っている世帯や組

織」。） （抽出枠）２０１０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）郵送・調査員 （取集）郵送・

調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年１２月１日現在 （系統）農

林水産省－県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）配布：１１月下旬、回収：１２月上旬 

【調査事項】 １．農林業の状況、２．経営体の概要、３．経営耕地面積、４．農業用機

械、５．農業労働力、６．農作業の受委託、７．農産物の生産・販売、８．

山林及び林業作業、９．林業労働力、１０．素材生産、１１．林産物の販売、

１２．林業作業の受託その他農林業経営体の経営の状況など  
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【調査名】 林業経営統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年９月１９日 

【実施機関】 農林水産大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、「森林・林業基本法」に基づいて林業施策の具体化及び各種施策に

必要な資料を作成することを目的とする。 

【沿 革】 平成１４年に、従来実施されていた林家経済調査及び農林家経営動向調査を

廃止し、育林・素材生産の施業・林業経営を行っている林業経営体を対象とする

「林業経営統計」と栽培きのこを生産する経営体を対象とする「栽培きのこ経営

統計」に再編し、林業経営統計調査として実施。 

【調査の構成】 １－樹種別林齢区分別保有山林面積把握票 ２－林業経営日誌 ３－林

業経営台帳 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査期間の最終日の属する年の１０月下

旬、詳細：調査期間の最終日の属する翌年の１月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－樹種別林齢区分別保有山林面積把握票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）林業経営体（世帯のみ） （属性）２０１０年世

界農林業センサス（農林業経営体調査）において把握した、家族により林業

を営む経営体であって、保有山林面積が５０へクタール以上で林木に係る施

業（育林、伐採及び素材生産）を行っていること及び保有山林面積が２０ヘ

クタール以上５０ヘクタール未満であって、過去１年間の林木に係る施業労

働日数が３０日以上であることのいずれかに該当するもの。 （抽出枠）２

０１０年世界農林業センサスにより把握した農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３３４／６７３８ （配布）郵送・職員 

（取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）平成２５年３月３１日現在 

（系統）（地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府

県）農林水産省－地方農政局－報告者、（地方農政局が所在する県であって

地域センターが所在する県、又は地方農政局が所在しない都府県）農林水産

省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－北海道農

政事務所－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年３月３１日 

【調査事項】 １．樹種・林齢区分別保有山林面積（１）人工林（すぎ、ひのき、まつ、

からまつ、とどまつ、その他）、（２）天然林、（３）伐採跡地、（４）特殊樹

林・竹林 

※ 

【調査票名】 ２－林業経営日誌 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）林業経営体（世帯のみ） （属性）育林、素材生
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産の施業・林業経営を行っている家族経営による林業経営体 （抽出枠）２

０１０年世界農林業センサスにより把握した農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３３４／６７３８ （配布）職員 （取

集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）平成２５年４月１日～平成２６

年３月３１日 （系統）（地方農政局が所在する府県であって地域センター

が所在しない府県）農林水産省－地方農政局－報告者、（地方農政局が所在

する県であって地域センターが所在する県、又は地方農政局が所在しない都

府県）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年度の四半期ごとの調査最終

月の翌月（７月、１０月、１月、４月）の１日～１０日 

【調査事項】 １．林業経営収支、２．林業労働 

※ 

【調査票名】 ３－林業経営台帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）林業経営体（世帯のみ） （属性）育林、素材生

産の施業・林業経営を行っている家族経営による林業経営体 （抽出枠）２

０１０年世界農林業センサスにより把握した農林業経営体 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３３４／６７３８ （配布）職員 （取

集）職員 （記入）他計 （把握時）平成２５年４月１日～平成２６年３月

３１日 （系統）（地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在

しない府県）農林水産省－地方農政局－報告者、（地方農政局が所在する県

であって地域センターが所在する県、又は地方農政局が所在しない都府県）

農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（北海道）農林水産省－

北海道農政事務所－地域センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年４月１０日 

【調査事項】 １．家族、２．保有山林面積（土地）、３．林業用建物、４林業用機械、

５．林産物の在庫増減と家計消費、６．林業用資材の在庫（未使用の資材）、

７．売掛未収入金及び買掛未払金、８．林業用借入金、９．林業関係租税公

課諸負担、１０．貸付山林面積、１１．森林経営計画 

- 48 -



○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 さいたま市生涯学習に関する団体調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月３日 

【実施機関】 さいたま市教育委員会生涯学習振興課 

【目 的】 本調査は、生涯学習団体（サークル、グループ等）の活動実態等を把握し、「さ

いたま市生涯学習推進計画」次期計画策定の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－生涯学習に関する団体調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－生涯学習に関する団体調査 調査票 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）その他（団体） （属性）さいたま市

立の公共施設を拠点に活動する生涯学習団体 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，０００ （配布）その他 （取集）そ

の他 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日現在 （系統）さい

たま市教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）実施期間：平成２４年１０月１日～３

１日、提出期限：平成２４年１０月３１日 

【調査事項】 １．主な活動分野、２．活動の目的、３．会員構成、年代、４．年間会費、

５．活動回数、６．利用している施設等、７．活動を行う上での問題、８．

活動を通して身につけたことや学習成果を、どのように生かしているか、９．

今後の活動について、１０．活動を続ける上で、行政に望むこと、１１．生

涯学習全般について、ご意見ご提案  

- 49 -



【調査名】 「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査（平成２４年届

出） 

【受理年月日】 平成２４年９月５日 

【実施機関】 福井県教育庁義務教育課 

【目 的】 本調査は、英語と数学に習熟度別の少人数指導を導入する「中学校英数学力

向上事業」の効果を測定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－「中学校英数学力向上事業」に係るアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）個人 （属性）中学校英数学力向上事業の

対象校１４中学校（明倫中、清水中、勝山南部中、丸岡中、鯖江中、武生第

２中、小浜中、至民中、森田中、開成中、芦原中、三国中、武生第１中、小

浜第２中）の３年生全員 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，３００ （配布）その他（教員） （取集）

その他（教員） （記入）自計 （把握時）調査実施期間中の任意の一日 （系

統）福井県教育委員会－各市町教育委員会－対象中学校－報告者（生徒） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月２０日～１０月２０日 

【調査事項】 １．英語、数学の授業の理解度、２．学校以外で英語に触れる機会の有無、

３．英語、数学の自宅での学習時間、４．塾の利用状況  
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【調査名】 青少年の健全育成に関する意識調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月６日 

【実施機関】 岩手県環境生活部青年・男女共同参画課 

【目 的】 本調査は、青少年の生活や考え方などの実態を調査することにより、現状の

岩手県民意識と青少年行政に対するニーズを把握し、青少年健全育成施策の決定

及び今後の施策推進のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－【中学生・高校生】 ２－【保護者】 ３－【青年】 

【備 考】 「本調査の名称には、『意識』の文言が付されているが、調査事項の中に『事

実の報告』が含まれていることから、これら『事実の報告』に係る部分について、

統計法上の『統計調査』として届出が受理されたものである。」 

※ 

【調査票名】 １－【中学生・高校生】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村中２３市町村） （単位）個人 （属

性）岩手県内に居住する中学生・高校生及びその保護者並びに満２０歳から

満２４歳までの青年 （抽出枠）岩手県教育委員会「学校一覧」から学校の

末尾番号により学校選定し、必要数を学校規模を割り当てしたうちから、学

籍番号等により無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／２０，７１５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日 （系統）岩手

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）１０月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．きょうだい・家族構成、２．父との会話、３．母との会話、４．家庭

生活、５．学校生活、６．悩みごと・将来の希望、７．地域社会、８．生活

時間の使い方、９．幸せ・夢、１０．行動、行為に対する価値観、１１．青

少年に必要なもの 

※ 

【調査票名】 ２－【保護者】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村中２３市町村） （単位）個人 （属

性）岩手県内に居住する中学生・高校生及びその保護者並びに満２０歳から

２４歳までの青年 （抽出枠）「中学生・高校生」調査票で選出された結果

により保護者へ依頼する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日 （系統）岩手県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）１０月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．子供・家族構成、２．子供との会話、３．子供の家庭生活・悩み、４．
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子供への夢・希望、５．子供の学校生活、６．子供に関する悩み、７．地域

社会、８．子供の生活時間、９．保護者の幸せ・子供に対する夢、１０．社

会問題や行動、行為に対する価値観・考え、１１．家庭教育、１２．青少年

に必要なもの 

※ 

【調査票名】 ３－【青年】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村中２３市町村） （単位）個人 （属

性）岩手県内に居住する中学生・高校生及びその保護者並びに満２０歳から

２４歳までの青年 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／３１，７９８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日 （系統）岩手

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）１０月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．家族構成、２．家庭生活、３．学生に対する調査、４．会社等勤務（正

社員）に対する調査、５．アルバイト・フリーター、無職に対する調査、６．

地域社会、７．生活時間の使い方、８．幸せ・夢、９．社会問題や行動、行

為に対する価値観・考え、１０．青少年に必要なもの  
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【調査名】 男女が共に支える社会に関する意識調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月６日 

【実施機関】 岩手県環境生活部青少年・男女共同参画課 

【目 的】 本調査は、男女共同参画社会の実現に向けて課題となるテーマについて調査

を行い、現状の県民意識や行政に対するニーズを把握するとともに、今後の男女

共同参画施策の基礎資料を得ることを目的とする 

【調査の構成】 １－男女が共に支える社会に関する意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－男女が共に支える社会に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村中１２市町村） （単位）個人 （属

性）岩手県に在住する２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／７５０，４５０ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日 （系

統）岩手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）１０月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．男女平等について、２．女性の社会参画について、３．家庭生活及び

結婚・家庭観について、４．職業について、５．仕事と家庭・社会活動の両

立について、６．ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）などについて、７．

男女共同参画施策について  
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【調査名】 高松広域都市圏パーソントリップ調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月６日 

【実施機関】 香川県土木部都市計画課 

【目 的】 本調査は、どのような人が、何時頃、何の目的で、どこからどこへ、どのよ

うな交通手段で動いたかを確認し、現在の交通行動の特性を把握するものである。 

【調査の構成】 １－高松広域都市圏パーソントリップ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高松広域都市圏パーソントリップ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）香川県全域（島嶼部を除く） （単位）世帯 （属性）５歳以上

の者がいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３３，５４１／４０３，７０６ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１８

日～１１月６日までの１日 （系統）香川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月８日～１１月２０日 

【調査事項】 １．世帯の属性（構成人数、年齢性別、車等の所有状況等）、２．１日の

行動（何をするために、何時頃、どこへ、何を使って移動したか）の状況、

３．公共交通に関する調査（公共交通利用目的、頻度等）  
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【調査名】 愛知県における環境学習等に関するアンケート（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月７日 

【実施機関】 愛知県環境部環境活動推進課 

【目 的】 本調査は、今回、アンケートにより、企業や学校、ＮＰＯにおける各組織に

おける環境学習や環境教育に対する意識や実態を調査することで、愛知県におけ

る環境学習等の課題や要望等を把握し、行動計画を策定するための資料とする。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ｂ調査票】 ３－【Ｃ調査票】 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）環境パートナーシップ・Ｃ

ＬＵＢ（ＥＰＯＣ）の一般会員 （抽出枠）会員情報 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５０ （配布）郵送・オンライン・ファクシ

ミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

平成２４年８月３１日現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月９日～１０月２４日 

【調査事項】 １．学校と連携した環境学習の実施の有無、２．環境学習を実施した学校

の所属、３．学校において環境学習を実施するに至った経緯 

※ 

【調査票名】 ２－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）学校 （属性）愛知県内の小学校、中学校、

高等学校 （抽出枠）平成２４年度愛知県学校一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６４５ （配布）郵送・オンライン・ファ

クシミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把

握時）平成２４年８月３１日現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月９日～１０月２４日 

【調査事項】 １．環境教育のために企業やＮＰＯに外部講師を依頼したことの有無、２．

外部講師の依頼先の所属、３．外部講師の紹介元 

※ 

【調査票名】 ３－【Ｃ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）愛知県で認証登録されてい

るＮＰＯ法人のうち活動分野に環境保全が登録されている法人 （抽出枠）

あいちＮＰＯ交流プラザＮＰＯ法人情報 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４１５ （配布）郵送・オンライン・ファクシ

ミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

平成２４年８月３１日現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月９日～１０月２４日 
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【調査事項】 １．学校と連携した環境学習の実施の有無、２．環境学習を実施した学校

の所属、３．学校において環境学習を実施するに至った経緯  
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【調査名】 大阪府観光動向調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 大阪府府民文化部都市魅力創造局 

【目 的】 本調査は、大阪府の観光施策立案のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－【調査票１】 ２－【調査票２】 ３－【調査票３】 

※ 

【調査票名】 １－【調査票１】 

【調査対象】 （地域）大阪府全域（但し、大阪市を除く） （単位）個人 （属性）観

光施設（３６施設）、１８歳以上の利用者 （抽出枠）調査日に観光施設を

利用した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／４０，８８０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年９月中

旬～平成２５年２月末日（平日２２日、休日３８日） （系統）大阪府－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月中旬～平成２５年２月

末日 

【調査事項】 １．回答者プロファイル（居住地、性別、年齢）、２．経由地及び滞在日

数、３．利用交通機関、４．大阪府内での宿泊日数・地域・施設種別、５．

訪問・利用先、６．購入した土産品の内容、７．大阪での使途別出費額、８．

同伴者、９．旅行会社パック商品の利用、１０．訪問の目的、１１．大阪へ

の訪問頻度（大阪府民以外） 

※ 

【調査票名】 ２－【調査票２】 

【調査対象】 （地域）大阪府全域（但し、大阪市除く） （単位）個人 （属性）宿泊

施設（２３施設）、１８歳以上で日本人の利用者 （抽出枠）調査日に宿泊

施設を利用した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４０，８８０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年９月中

旬～平成２５年２月末日（目標サンプル数に達するまで） （系統）大阪府

－民間事業者－宿泊施設事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月中旬～２５年２月末日 

【調査事項】 １．回答者プロファイル（居住地、性別、年齢）、２．経由地及び滞在日

数、３．利用交通機関、４．購入した土産品の内容、５．大阪での使途別出

費額、６．宿泊施設の選定理由、７．訪問・利用先、８．同伴者、９．旅行

会社パック商品の利用、１０．訪問の目的、１１．大阪への訪問頻度（大阪

府民以外）、１２．宿泊施設にチェックインした曜日 
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※ 

【調査票名】 ３－【調査票３】 

【調査対象】 （地域）大阪府全域（但し、大阪市を除く） （単位）個人 （属性）関

西国際空港、１８歳以上で外国人の利用者 （抽出枠）調査日に関西国際空

港を利用した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／１，５８０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年９月中旬～

平成２５年２月末日（平日２日、休日４日） （系統）大阪府－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月中旬～平成２５年２月

末日 

【調査事項】 １．回答者プロファイル（性別、年齢、国籍）、２．来日回数、３．訪問

の目的、４．日本への入国した場所、５．日本での滞在日数、６．同伴者及

びその人数、７．旅行会社ツアー商品の利用、８．日本での訪問地、９．大

阪への訪問回数、１０．大阪での宿泊日数・地域、１１．大阪で利用交通機

関、１２．大阪の情報収集の方法、１３．大阪での訪問地、１４．使途別出

費額  
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【調査名】 サービス企業における人材確保・育成・活用に関する調査（平成２

４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 本調査は、中小サービス企業における高品質、高生産性に資する人材の採用

を育成の実態を把握し、サービス業に対する雇用及び成長を促進する施策の立案、

実施をする上での基礎的資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－サービス企業における人材確保・育成・活用に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－サービス企業における人材確保・育成・活用に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）大阪府内に所在する会社企

業のうち、日本標準産業分類に掲げる「情報通信業」、「専門サービス業」、「広

告業」、「技術サービス業」、「その他生活関連サービス業」、「娯楽業」、「その

他教育、学習支援業」、「保健衛生」、「社会保険・社会福祉・介護事業」、「廃

棄物処理業」、「機械等修理業（別掲を除く）」、「職業紹介・労働者派遣業」、

「その他の事業サービス業」、「その他のサービス業」に属し、常用雇用者数

１０人以上で、かつ資本金５，０００万円未満または常用雇用者数１００人

未満のもの。 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６，１９４ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年８月 （系統）大阪府

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月９日～１０月１９日 

【調査事項】 １．現状と戦略について、２．人材の確保について、３．人材の育成につ

いて、４．回答企業の概要について  
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【調査名】 健やか親子２１実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１２日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部児童家庭課 

【目 的】 本調査は、健康ちば２１に盛り込まれている思春期保健に関する目標の評価

及び思春期にある男女の生活や意識の実態を把握する。また、把握した現状を、

思春期保健及び母子保健の施策に反映させることを目的とする。 

【調査の構成】 １－思春期保健に関する調査 調査票 ２－妊娠・出産・育児に関する

調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－思春期保健に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）千葉県内の公立・私立高校

（全日制）の２年生の生徒 （抽出枠）公立・私立高校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４８，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）

千葉県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）平成２４年９月３日～１０月３１日 

【調査事項】 １．生活状況、２．喫煙、３．飲酒、４．薬物、５．性、６．地域交流や

自己意識 

※ 

【調査票名】 ２－妊娠・出産・育児に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）１歳６か月児健康診査及び

３歳児健康診査の対象児を持つ母親 （抽出枠）公立・私立高校名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／１０９，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）

配布：千葉県－民間事業者－市町村－報告者、回収：千葉県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）７年 （実施期日）平成２４年１０月１日～３１日 

【調査事項】 １．生活背景、２．第１子の妊娠、３．第１子の出産、４．育児、５．子

どもの健康管理  
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【調査名】 浄化槽に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１８日 

【実施機関】 愛知県環境部水地盤整備課 

【目 的】 本調査は、浄化槽の使用状況及び維持管理状況の調査を把握することを目的

とする。 

【調査の構成】 １－浄化槽に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－浄化槽に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）みよし市全域 （単位）企業 （属性）届出等により浄化槽台帳

に登録された浄化槽管理者 （抽出枠）届出等による浄化槽台帳（みよし市

分） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１０月１５日～１１月９日 

【調査事項】 １．浄化槽使用の有無、２．使用浄化槽の形式、３．浄化槽の維持管理状

況  
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【調査名】 相模原市買物行動調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１８日 

【実施機関】 相模原市環境経済局経済部商業観光課 

【目 的】 本調査は、相模原市内消費者の買物行動や商業地に対する要望等を調査し、

今後の相模原市内商業振興施策及び商業者等が活用できる基礎資料を得ること

を目的として実施する。 

【調査の構成】 １－買物行動調査 

※ 

【調査票名】 １－買物行動調査 調査票 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）個人 （属性）平成２４年１０月１日時

点で１５歳から７５歳までの個人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７１１，８３１ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月～平成２

４年１０月 （系統）相模原市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１０月２２日 

【調査事項】 １．居住地区、２．性別、３．年齢、４．家族構成、５．職業、６．買物

の状況（金額、購入店舗、頻度等）、７．通信販売の利用状況、８．買物の

不便さについて、９．よく利用している商業地域等について  
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【調査名】 女性の子育てと仕事の両立に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２０日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部労働政策課 

【目 的】 本調査は、育児中の者が抱える育児と仕事の両立に関する不安や希望等の実

態を調査し、女性の継続就労等を支援するために実施する「子育てしながら働こ

う！プロジェクト」を効果的に進めるための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－育児と仕事の両立に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－育児と仕事の両立に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）個人 （属性）栃木県内に居住し、小学校

就学前の子を養育している女性 （抽出枠）（社）栃木県幼稚園連合会、栃

木県保育協議会に加盟する幼稚園、保育園 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年９月３０日現在 （系統）栃

木県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月１日～１２月２８日 

【調査事項】 １．勤務先の両立支援制度の整備状況、２．年次有給休暇の取得状況、３．

出産後の労働環境の変化、４．両立に支障となる事項  
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【調査名】 「食育」と「お口の健康」に関するアンケート（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２１日 

【実施機関】 大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課 

【目 的】 本調査は、大阪府民の食生活・生活習慣及び歯の健康に関する現状を把握し、

第２次大阪府食育計画の評価及び大阪府歯科口腔保健計画（仮称）策定の基礎資

料とする。 

【調査の構成】 １－「食育」と「お口の健康」に関するアンケート 

※ 

【調査票名】 １－「食育」と「お口の健康」に関するアンケート 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）個人 （属性）平成２４年国民健康・栄養

調査の満１５歳以上の世帯員 （抽出枠）国勢調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）平成２４年１０月２５日～１２月７日の任意の１

日 （系統）大阪府－保健所及び保健所設置市－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）その他（平成２４年実施後、平成２８年、平成３２年に実施予

定） （実施期日）平成２４年１０月２５日～１２月７日 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣に関する項目（１）朝食摂取状況、（２）健康的な

生活習慣の実践、（３）共食の状況、（４）食べ方への関心、２．お口の健康

に関する項目（１）かかりつけ歯科医の有無、（２）歯科健診受診場所、（３）

歯周病と喫煙や糖尿病との関係の認識、（４）歯ぐきの状態、（５）咀嚼能力

評価、（６）嚥下能力評価、（７）８０２０運動の認知  
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【調査名】 熊本都市圏総合都市交通体系調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２４日 

【実施機関】 熊本県土木部道路都市局都市計画課 

【目 的】 本調査は、熊本都市圏（５市６町１村）を対象とした交通実態調査（パーソ

ントリップ調査）を実施し、熊本都市圏交通マスタープラン策定のための基礎デ

ータの収集、整理を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－パーソントリップ調査 調査票 ２－都市交通に関する意識調査 

調査票 ３－住まいに関する意識調査 調査票 ４－６０歳以上の方の外

出に関する意識調査 調査票 ５－ターミナルＯＤ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－パーソントリップ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本都市圏（５市６町１村） （単位）世帯 （属性）５歳以上

の者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２０，０００／４１０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２４年１０月中旬～１１月上旬の１日 （系統）熊本県－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．現住所、性、年齢、職業、勤務先、２．自動車・二輪車保有台数、免

許の有無、３．トリップ情報（誰が、いつ、どこへ、何の目的で、どの交通

手段を利用したか） 等 

※ 

【調査票名】 ２－都市交通に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本都市圏（５市６町１村） （単位）世帯 （属性）１５歳（高

校生）以上の通勤・通学者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／４８０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

平成２４年１０月中旬～１１月上旬の１日 （系統）熊本県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．自動車の利用状況（頻度、目的、利用する理由 等）、２．公共交通

への手段転換意向 等 

※ 

【調査票名】 ３－住まいに関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本都市圏（５市６町１村） （単位）世帯 （属性）世帯 （抽

出枠）住民基本台帳 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／４１０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

平成２４年１０月中旬～１１月上旬の１日 （系統）熊本県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．現在の居住状況（形態、間取り、年数、居住理由 等）、２．住み替

え予定及び今後の居住地の希望（形態、住み替え場所 等） 等 

※ 

【調査票名】 ４－６０歳以上の方の外出に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本都市圏（５市６町１村） （単位）世帯 （属性）６５歳以

上の者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／２９０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２４年１０月中旬～１１月上旬の１日 （系統）熊本県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．外出状況（頻度、目的、場所、交通手段 等）、２．自動車利用状況

（免許の有無、免許の返納意向、代替交通手段 等）、３．外出時の問題点 

等 

※ 

【調査票名】 ５－ターミナルＯＤ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）なし （単位）個人 （属性）阿蘇くまもと空港・熊本港・熊本

駅・高速バス停（交通センター、通町筋）利用者 （抽出枠）阿蘇くまもと

空港・熊本港・熊本駅・高速バス停（交通センター、通町筋）利用者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０７０／１８，９３０ （配布）調

査員・郵送 （取集）調査員・郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年

１０月中旬～１１月上旬の１日 （系統）熊本県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．出発地・到着地、２．目的・交通手段 等  
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【調査名】 平成２４年度北九州市認知症に関する意識及び実態調査（平成２４

年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２４日 

【実施機関】 北九州市保健福祉局地域支援部高齢者支援課 

【目 的】 本調査は、認知症患者本人やその家族の認知症に関する意識及び生活実態や、

医療機関・介護保険事業者における認知症対応の状況などを把握し、認知症対策

に求められていることをより明確にする。また、今後の認知症関連事業のあり方

などを検討するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－在宅高齢者・家族用 調査票 ２－医療機関用 調査票 ３－もの

わすれ外来協力医療機関用 調査票 ４－介護保険事業者用 調査票 ５

－若年性認知症患者用 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実

の報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、

統計法上の「統計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－在宅高齢者・家族用 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）在宅の認知症高齢者及び

その家族 （抽出枠）介護保険第１号被保険者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送・その他（発

注者、委託業者、市関係者等） （取集）郵送・その他（市関係者等） （記

入）自計 （把握時）平成２４年７月３１日時点 （系統）北九州市－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月下旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．同居家族の有無、２．認知症に関し不安に感じること、３．受診状況

等 

※ 

【調査票名】 ２－医療機関用 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）医療機関 （属性）北九州市内の医療機

関 （抽出枠）（社）北九州市医師会に所属する全ての医療機関 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）約８６０ （配布）郵送・その他（発注者、委

託業者、市関係者等） （取集）郵送・その他（市関係者等） （記入）自

計 （把握時）平成２４年７月３１日時点 （系統）北九州市－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月下旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．他機関への紹介、２．他機関との連携、３．自由意見等 

※ 
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【調査票名】 ３－ものわすれ外来協力医療機関用 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）医療機関 （属性）北九州市内のものわ

すれ外来 （抽出枠）ものわすれ外来協力医療機関に登録している全ての医

療機関 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３ （配布）郵送・その他（発注者、委託業

者、市関係者等） （取集）郵送・その他（市関係者等） （記入）自計 （把

握時）平成２４年７月３１日時点 （系統）北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月下旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．他機関への紹介、２．他機関との連携、３．自由意見等 

※ 

【調査票名】 ４－介護保険事業者用 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）介護保険事業者 （属性）北九州市内の

介護保険事業者 （抽出枠）北九州市内の在宅サービスを提供している全て

の介護保険事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送・その他（発注者、

委託業者、市関係者等） （取集）郵送・その他（市関係者等） （記入）

自計 （把握時）平成２４年７月３１日時点 （系統）北九州市－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月下旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．医療機関との連携、２．行政との連携、３．自由意見等 

※ 

【調査票名】 ５－若年性認知症患者用 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）若年認知症患者及びその

家族 （抽出枠）介護保険第２号被保険者等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００ （配布）郵送・その他（発注者、

委託業者、市関係者等） （取集）郵送・その他（市関係者等） （記入）

自計 （把握時）平成２４年７月３１日時点 （系統）北九州市－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月下旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．同居家族の有無、２．認知症に関し不安に感じること、３．受診状況

等  
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【調査名】 大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編に関する調査（平成

２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２８日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 本調査は、大阪経済において重要な役割を果たしている大阪本社中堅・中小

企業の府内外の事業所機能再編の状況を把握し、企業誘致支援施策など今後の商

工労働施策を立案するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編に関する調査 調査

票 

※ 

【調査票名】 １－大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類「製造業」に属する会社企業のうち、親会社を持たず、かつ複数事業

所を有する常用雇用者規模５０人以上２０００人未満の企業 （抽出枠）平

成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年９月末日 （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月２５日～１１月１６

日 

【調査事項】 １．企業の概要、２．国内外の事業展開、３．製造機能、４．設計・研究

開発・試作機能、５．販売・メンテナンス機能、６．本社の状況  
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（２）変更 

【調査名】 一般廃棄物実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 三重県環境生活部廃棄物対策局 

【目 的】 本調査は、三重県内の事業者に対して、ごみ減量化に関する現状を継続的に

調査し、ごみ減量やリサイクルに関する取組状況の変化を把握することで、今後

の効果的な施策を検討する際の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－一般廃棄物実態調査（市町ごみ処理状況調査） 調査票 ２－一般

廃棄物実態調査（ＮＰＯ等団体アンケート） 調査票 ３－一般廃棄物実

態調査（事業者意識調査） 調査票 

※ 

【調査票名】 １－一般廃棄物実態調査（市町ごみ処理状況調査） 調査票 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）市町 （属性）市町 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）オンライン （取集）オンライ

ン （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度の４月１日～調査実施

年度の７月下旬（一部の調査項目については、平成１４年度以降及び調査実

施年度の３年度前～１年度前の実績） （系統）三重県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月下旬～８月下旬 

【調査事項】 １．事業系ごみの総合的な減量化の推進状況（事業系ごみ処理システムの

再構築、事業系ごみの発生・排出抑制、事業系ごみの再利用の促進）、２．

リユースの推進状況（不用品の再使用の推進、リターナブル容器の普及促進、

リースやレンタルの推進、モノの長期使用の推進）、３．容器包装ごみの減

量・再資源化状況（容器包装リサイクル法への対応、容器包装の削減・簡素

化の推進）、４．生ごみの再資源化状況（生ごみの堆肥化・飼料化、生ごみ

のエネルギー利用）、５．産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量

化の推進状況（ローカルデポジット制度の導入、障がい者や高齢者等のごみ

ゼロ活動への参画促進、ごみゼロに資する地域活動の活性化促進、民間活力

を生かす拠点回収システムの構築、埋立ごみの資源としての有効利用の推

進）、６．公正で効率的なごみ処理システムの構築（ごみ処理の有料化等経

済的手法の活用、廃棄物会計等活用促進、地域密着型資源物回収システムの

構築、地域のごみ排出特性を踏まえたごみ行政の推進）、７．ごみ行政への

県民参画と協働の推進状況（住民参画の行動計画づくり、レジ袋削減・マイ

バッグ運動の展開、ごみゼロに資するＮＰＯ、ボランティア等の活動推進、

情報伝達手段の充実及び啓発・ＰＲの強化、もったいない普及啓発運動の展

開）、８．ごみゼロ社会を担うひとづくり・ネットワークづくり（環境学習・

環境教育の充実、ごみゼロ推進のリーダーの育成と活動支援） 
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※ 

【調査票名】 ２－一般廃棄物実態調査（ＮＰＯ等団体アンケート） 調査票 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）団体 （属性）三重県が認証したＮＰＯ法

人が記載されている名簿のうち定款から「環境」に関連すると判断した団体

及び、地域ごみゼロ交流会参加者等協力団体名簿（これまで地域ごみゼロ交

流会など「ごみゼロ」の取組への協力団体のリスト）に記載されている協力

団体等 （抽出枠）三重県が認証したＮＰＯ法人が記載されている名簿及び

地域ごみゼロ交流会参加者等協力団体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年７月下旬現在 （系統）三重県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月下旬～８月下旬 

【調査事項】 １．ごみの減量やリサイクルの取組内容、２．ごみ減量化の連携相手、３．

ごみの減量化やリサイクル以外の環境取組内容 

※ 

【調査票名】 ３－一般廃棄物実態調査（事業者意識調査） 調査票 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）企業 （属性）「企業環境ネットワーク・

みえ」会員企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３３８ （配布）郵送・オンライン（電子メー

ル） （取集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）

４月１日～翌年３月３１日 （系統）三重県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年（５年に１度の「一般廃棄物実態調査（事業者意識調査）」

を実施しない年） （実施期日）８月中旬～９月中旬 

【調査事項】 １．事業所で実施しているごみ減量化取組の状況、２．事業所から排出さ

れる事業系一般廃棄物の排出状況、３．事業所から排出される事業系一般廃

棄物の処理方法  
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【調査名】 市政アドバイザー意識調査（平成２４年届出・３回目） 

【受理年月日】 平成２４年９月１０日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 本調査は、具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関す

る意識を市の事業や施策を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１１期市政アドバイザー第７回意識調査 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実

の報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、

統計法上の「統計調査」として届出が受理されたものである。今回の変更は、調

査事項の一部変更及び調査の実施時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－第１１期市政アドバイザー第７回意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上、８０歳未満の

市民 （抽出枠）住民基本台帳及び外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／１，１９１，８３２ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２４年１０月４日～１０月１７日 

【調査事項】 １．家庭における節電対策に関する事項、２．がん検診に関する事項、３．

地域活動の推進に関する事項  
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【調査名】 熊本県労働条件等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１１日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用課 

【目 的】 本調査は、熊本県内の事業所に雇用されている労働者の賃金・労働時間その

他の労働条件を把握し、労働行政の基礎資料にするとともに、調査結果を労使関

係者・労働関係機関に提供することにより健全な労使関係の推進に役立てる。 

【調査の構成】 １－熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更及び調査実施時期の変更に係るもの。 

※ 

【調査票名】 １－熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事

業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の民営事業所のうち、常用雇

用者数５人以上の事業所全て （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調

査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）熊本県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）就業形態、（２）正社員の年齢構成及び平均年齢、

（３）管理職の登用状況、２．賃金制度（１）正社員の賃金支払形態、（２）

正社員の所定内賃金、（３）正社員の賃上げ、３．労働時間（１）正社員の

所定労働時間、（２）正社員の週休制、（３）正社員の年間休日及び年次有給

休暇、（４）正社員の育児休業、４．誰もが働きやすい職場環境づくり（１）

ワーク・ライフ・バランス、ア．認知状況、イ．取組状況、ウ．取り組む上

での課題、（２）ポジティブ・アクション（女性の活躍促進）、ア．取組状況、

イ．取組内容、ウ．取り組む上での課題、５．若年者の雇用（１）若年者の

採用の状況、（２）若年者を採用する上での課題、（３）若年者の早期離職状

況、（４）若年者の早期離職理由、（５）若年労働者定着のために行っている

取組、（６）若年者を雇用するために行政に望む支援、６．高年齢者の雇用

（１）高年齢者の雇用、ア．雇用状況、イ．高年齢労働者の年齢構成、ウ．

高年齢者を雇用する上でのメリット、（２）定年制、ア．定年制の有無、イ．
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定年制の年齢状況、ウ．定年後の再雇用制度の状況、エ．高年齢者労働者活

用のための取組内容、オ．高年齢者を雇用する上での課題  
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【調査名】 労働条件・労働福祉実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１４日 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 本調査は、愛知県内の主として中小企業における賃金、労働時間などの労働

条件とともに、労働者の福利厚生（ソフト面）に対しての制度の導入や制度の利

用の実態を明らかにする。 

【沿 革】 平成２２年に、調査の名称が「労働条件・就業状況実態調査」から「就業・

労働条件実態調査」に変更された。平成２３年に調査の名称が「労働条件・労働

福祉実態調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の削減、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「医療，福祉（医療業のみ。）」、「複合サービス事業」、「サービス業

（他に分類されないもの）（「政治・経済・文化団体」、「宗教」、「その他のサ

ービス業」、「外国公務」を除く。）」に属し、従業員１０人以上の民営事業所

で、愛知県内に本社（本店）のある事業所及び単独事業所 （抽出枠）平成

２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／２９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在（直近の

１年間） （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月２５日 

【調査事項】 １．企業の常用労働者数・業種、２．労働時間・週休制・年次有給休暇、

３．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、４．退職金制度  
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【調査名】 北九州市内におけるＰＣＢ含有機器の保有に関する調査（平成２４

年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１４日 

【実施機関】 北九州市環境局環境監視部産業廃棄物対策室 

【目 的】 本調査は、北九州市内の民営事業所で従業者数１～４人の事業所について、「Ｐ

ＣＢ廃棄物の保管」及び「ＰＣＢ含有機器の使用」に関する実態を把握するとと

もに、従業者数や産業分類項目毎に集計を行うことで、ＰＣＢ特別措置法に基づ

く処理期限に向けた各種施策に活かすもの。 

【調査の構成】 １－北九州市内におけるＰＣＢ含有機器の保有に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市内におけるＰＣＢ含有機器の保有に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内の一部（若松区、戸畑区、八幡東区、八幡西区） （単

位）事業所 （属性）民営事業所のうち従業者数が１～４人の事業所 （抽

出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年１０月下旬 （系統）北九州市－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２４年１０月下旬～１１月下旬 

【調査事項】 ＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ含有機器の保有有無及び保有台数  
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【調査名】 東京都福祉保健基礎調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月１９日 

【実施機関】 東京都福祉保健局総務部総務課 

【目 的】 本調査は、東京都内に居住する、子供を養育している世帯の生活実態及び子

育ての状況などを明らかにし、東京都における子供家庭福祉施策充実のための基

礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４２年から実施されている。平成１８年に調査名が「東京都

社会福祉基礎調査」から「東京都福祉保健基礎調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票① ２－東京都福祉保健基礎調査 

調査票② 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的の変更に伴い、調査対象、調査事項等を変更。 

※ 

【調査票名】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票① 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）世帯 （属性）東京都内に居住する小学生

までの子供を養育する４，８００世帯及び東京都内に居住する２０歳未満の

子供を養育するひとり親世帯１，２００世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）毎年１０月中旬 （系統）東京都－統計

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本的属性、２．就学前の子供がいる世帯の状況、３．小学生の子供

がいる世帯の状況、４．ひとり親世帯の状況 

※ 

【調査票名】 ２－東京都福祉保健基礎調査 調査票② 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）調査票①の対象世帯の子供

の父親及び母親（父親及び母親代わり、子供を養育している人を含む） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）毎年１０月中旬 （系統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．養育者の就労の状況、２．休暇・休業制度、３．子育てに関する意識、

４．家事・育児の分担  
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【調査名】 人口移動調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２１日 

【実施機関】 島根県政策企画局統計調査課 

【目 的】 本調査は、島根県人口の移動状況の実態を把握し、市町村人口の推計資料と

するとともに各種行政の基礎資料を得ることを目的としている。 

【調査の構成】 １－転入調査票 ２－県外転出調査票 ３－職権調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の削減、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－転入調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）県外からの転入者及び県内

の市町村間で移動する者のうち転入した者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）その他（市町村窓口） （取

集）その他（市町村窓口） （記入）自計 （把握時）月 （系統）島根県

－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月（平成２４年１０月以降）翌月の１０

日 

【調査事項】 １．性別、２．出生年月、３．移動理由、４．従前の住所地、５．Ｕター

ンの有無 

※ 

【調査票名】 ２－県外転出調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性） （抽出枠）県外への転出

者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）その他（市町村窓口） （取

集）その他（市町村窓口） （記入）自計 （把握時）月 （系統）島根県

－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月（平成２４年１０月以降）翌月の１０

日 

【調査事項】 １．性別、２．出生年月、３．移動理由、４．転出先 

※ 

【調査票名】 ３－職権調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）市町村 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）月 （系統）島根県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月（平成２４年１０月以降）翌月の１０

日 

【調査事項】 １．性別、２．移動別、３．出生年月（住民基本台帳法第８条の規定によ
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り住民票の記載又は削除されることとなる者について）  
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【調査名】 北海道産業廃棄物処理状況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年９月２８日 

【実施機関】 北海道環境生活部環境局循環型社会推進課 

【目 的】 本調査は、道内の産業廃棄物の排出、処理等の実態を調査することにより、

現状把握と将来予測を行い、今後の循環型社会推進行政の基礎資料として利用す

る。 

【調査の構成】 １－北海道産業廃棄物処理状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－北海道産業廃棄物処理状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北海道全域 （単位）事業所 （属性）従業者数１００人以上の

全事業所 （抽出枠）平成２１経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６，０００／２６７，９６５ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２

４年３月３１日 （系統）北海道－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２４年１０月～１１月 

【調査事項】 １．事業所の概要 （１）フェイス事項、（２）事業内容等、２．事業の

概要 （１）事業活動量指標、（２）産業廃棄物の発生の有無、３．産業廃

棄物の発生状況及びその処理状況 （１）産業廃棄物の発生量及び排出量、

（２）自社中間処理量、（３）自社最終処分量等及び業者委託処理量、（４）

再生利用量等、４．事業者の課題 （１）排出抑制及び適正処理等に関する

課題 
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